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空き家等改修補助事業 34 41 27 24 43 53 43 36 36 43 43 36 53 57 20 43 D（39.6）

コミュニティバス運行事業 48 48 48 62 67 74 67 72 57 53 86 69 57 34 58 69 C（60.5)

創業支援計画推進事業 81 43 57 81 71 74 60 76 64 69 83 83 57 64 81 76 B（70)

狭あい道路整備等推進事業 60 55 53 72 50 50 79 67 71 86 72 55 67 67 86 43 C（64.6)

道の駅整備事業 55 24 31 76 43 79 19 31 14 7 43 57 43 50 50 71 D（43.3）
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項目別評価結果

評価結果

必要性

実施主体

 今後も 空き 家は増加する こ と が想定さ れる 。 空き 家の利活用と 移住定住の促進のために

当該事業の必要性は高く 、 ま た市が実施主体と なって事業を推進する 妥当性も 高い。

目標指標
 こ の事業によ り 移住定住によ る 人口増加と 地域の活性化の推進を図る と し た目標指標に

妥当性はある が、 実績が伴っていない。

効率性

成 果

 利用し やすい制度への見直し を行っている も のの、 実績が伸びていない。 実際に利用す

る 空き 家に対する 改修費の補助である ため、 空き 家バンク への登録を利用条件と し ている

こ と は理解でき る 。 空き 家バンク 登録件数の増加を目指すために「 市・ 地域・ 不動産事業

者の協働によ る 取り 組みやすい制度」 への改善や「 利用者のニーズに見合った制度」 に改

善する 等に取り 組ま れたい。 ま た、 ホームページやSNSを利用し て補助内容や補助実績を

分かり やすく 広く 情報発信をし ていく 等、 改善の余地は多いと 考える 。

 今後、 空き 家バンク 登録が増加し ても 、 こ の事業によ る 空き 家再利用の成果が見込めな

いのであれば、 瑞浪市に移住を考える 方のニーズに合っていないため、 新たな事業に転換

をかける こ と も 視野にいれる べき と の意見も あった。

事業評価書（ 令和３ 年度事業）
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

必 要 性

実施主体

目標指標

極めて高い 妥当性がある 妥当性が低い

必要性が高い 必要性がある 必要性が低い

極めて妥当性が高い 妥当性がある 妥当性が低い
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75.00%

43.75%

12.50%

31.25%
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効率性

成 果

極めて効果的である 効果的である どちらかといえば効果的である

どちらかといえば非効率的である 非効率的である 極めて非効率的である

極めて成果が高い 成果が高い どちらかといえば成果が高い

どちらかといえば成果が低い 成果が低い 極めて成果が低い
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議員別事業評価表（令和３年度事業）

評価事業 ① 空き 家等改修補助事業
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10 5 5 14 0 E（ 34)
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5 10 5 7 0 E（ 27)
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5 5 5 14 14 D（ 43）
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10 10 0 0 0 E（ 20)

5 5 5 14 14 D（ 43）

6.3 6.3 4.7 12.7 9.6 D（ 39.6）

榛 葉 利 広

熊 谷 隆 男

加 藤 輔 之

舘 林 辰 郎

柴 田 増 三

平 均 値

正 之

田 翔 太

渡 邉 康 弘

大 久 保 京 子

小 木 曽 光 佐 子

成 瀬 徳 夫

議 員 名

奥 村 一 仁

山 下 千 尋

棚 町 潤

柴 田 幸 一 郎

三 輪 田 幸 泰

-
 
3

 
-



項目別評価結果

評価結果
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事業評価書（ 令和３ 年度事業）

評価対象事業 ② コ ミ ュ ニティ バス 運行事業 商工課

必要性

実施主体

 今後も 増加する 高齢者等の交通弱者に対し て、 移動手段の確保は不採算であっても 行政

サービ ス と し て実施し ていく べき 重要な事業と 考える 。

目標指標  現状の運行継続では、 今後、 目標指標である 利用者数の達成は困難である と 考える 。

効率性

成 果

 高齢化によ り 公共交通の必要性は高く 、 コ ミ ュ ニティ バス は重要な交通手段である 。 時

代の変化に対応し 、 利用者の利便性が高い事業と なる よ う にデマンド 交通、 ス ク ールバ

ス 、 福祉タ ク シーを含め、 総合的に公共交通の在り 方を構築する 時期がき ている と 考え

る 。 ま た、 バス の小型化や利用者へのニーズ調査によ り 、 運行の効率性を高めら れたい。
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43.75%

25.00%

25.00%

12.50%

6.25%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

効率性

成 果

必要性が高い 必要性がある 必要性が低い

極めて高い 妥当性がある 妥当性が低い

極めて妥当性が高い 妥当性がある 妥当性が低い

極めて効果的である 効果的である どちらかといえば効果的である

どちらかといえば非効率的である 非効率的である 極めて非効率的である

極めて成果が高い 成果が高い どちらかといえば成果が高い

どちらかといえば成果が低い 成果が低い 極めて成果が低い
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議員別事業評価表（令和３年度事業）

評価事業 ② コ ミ ュ ニティ バス 運行事業

必
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性
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施

主

体

目

標

指

標

効

率

性

成

 

果

総

合

評

価

10 5 5 7 21 D（ 48）

10 10 0 14 14 D（ 48）

10 5 5 14 14 D（ 48）

10 5 5 21 21 C（ 62)

10 10 5 21 21 C（ 67)

10 10 5 21 28 B（ 74)

10 10 5 21 21 C（ 67)

10 10 10 21 21 B（ 72)

5 5 5 21 21 C（ 57)

10 10 5 14 14 C（ 53)

10 10 10 28 28 A（ 86)

5 10 5 21 28 C（ 69)

10 5 0 21 21 C（ 57)

10 5 5 7 7 E（ 34)

10 10 10 14 14 C（ 58)

5 5 10 21 28 C（ 69)

9.1 7.8 5.6 17.9 20.1 C（ 60.5)
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項目別評価結果

評価結果
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事業評価書（ 令和３ 年度事業）

評価対象事業

25.8
② ( 5 ) 5 ② ( 28 )

① ( 10 )

③ 創業支援計画推進事業

③ ( 21 ) 4

① ( 35 ) 1

商工課

④ ( 14 ) 1

10

( 0 ) 0

⑤ ( 7 ) 0

⑥

8.4

③ ( 0 ) 0
6.3

5.0

③ ( 0 ) 0

① ( 10 ) 4

11

② ( 5 ) 12

目標指標

 創業によ る 経済活性化が見込ま れる ため、 創業の相談件数や創業者数の目標については

妥当と 考える が、 事業目的の「 雇用促進を図る こ と 」 については予算規模、 利用実績から

は難し いのではないか。 ま た、 創業支援計画に掲げている 目標値と 一致さ せる べき と の意

見も あった。

効率性

成 果

 本事業の情報発信を更に充実さ せる べき と 考える 。 今後、 立ち上げ後の経過を追って雇

用へ繋げていく こ と に期待する 。

 市民生活に寄与する 事業や文化的事業、 社会的格差を補う 業種などに特化し た事業への

補助を検討し てはど う かと の意見も あった。

総合評価
0

B (70.0)

必要性

実施主体

 起業への意欲をサポート し 、 地域経済の活性化に有効な事業と 考える 。 様々な融資制度

がある 中で500万円上限の補助と いう のは魅力的である が、 市が行う 行政サービ ス と し て

妥当性が極めて高いと は言い難い。
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6.25%

31.25%

75.00%

87.50%

0.0%
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12.50%
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実施主体
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6.25%

6.25%

62.50%

50.00%

25.00%

31.25%

6.25%

12.50%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

効率性

成 果

必要性が高い 必要性がある 必要性が低い

極めて高い 妥当性がある 妥当性が低い

極めて妥当性が高い 妥当性がある 妥当性が低い

極めて効果的である 効果的である どちらかといえば効果的である

どちらかといえば非効率的である 非効率的である 極めて非効率的であ

極めて成果が高い 成果が高い どちらかといえば成果が高い

どちらかといえば成果が低い 成果が低い 極めて成果が低い
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議員別事業評価表（令和３年度事業）

評価事業 ③ 創業支援計画推進事業
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評

価

10 10 5 28 28 B（ 81)

10 5 0 14 14 D（ 43）

5 5 5 21 21 C（ 57)

10 10 5 28 28 B（ 81)

5 5 5 28 28 B（ 71)

10 10 5 21 28 B（ 74)

10 10 5 21 14 C（ 60)

10 5 5 28 28 B（ 76)

5 5 5 28 21 C（ 64)

10 5 5 28 21 C（ 69)

10 5 5 28 35 B（ 83)

10 5 5 35 28 B（ 83)

5 5 5 21 21 C（ 57)

5 5 5 28 21 C（ 64)

10 5 10 28 28 B（ 81)

10 5 5 28 28 B（ 76)

8.4 6.3 5.0 25.8 24.5 B（ 70.0)
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項目別評価結果

評価結果

4

④ ( 14 )
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② ( 5 ) 9 ③

4

C 9
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A 2

B

E 0

( 21 ) 7

③ ( 0 )

①

事業評価書（ 令和３ 年度事業）

評価対象事業

20.6
② ( 5 ) 5 ② ( 28 )

① ( 10 )

④ 狭あい道路整備等推進事業

③ ( 21 ) 7

① ( 35 ) 0

土木課

④ ( 14 ) 5

4

( 0 ) 0

⑤ ( 7 ) 0

⑥

8.4

③ ( 0 ) 0
9.1

5.9

③ ( 0 ) 0

① ( 10 ) 13

11

② ( 5 ) 3

目標指標
 平成28年度から 令和13年度の期間で計画し た6路線の整備の目標は、 本市の現状から 妥

当と 考える 。

効率性

成 果

 工事が完了する こ と によ る 住民満足度は高い。 地権者の理解と 用地協力と いう 大き な

ハード ルがあり 、 １ 路線の工事完了ま で長 い年月が必要と なる が、 粘り 強く 進めていただ

き たい。 社会事情や環境の変化に伴い計画の変更など 、 柔軟に対応する こ と も 必要と 考え

る 。

総合評価
0

C (64.6)

必要性

実施主体

 地元要望によ り 行う 道路幅員の拡幅整備は、 快適な生活環境の形成や防災安全の確保の

ために、 必要性が高い事業である 。

68.75%

81.25%

31.25%

31.25%

18.75%

56.25%

0.0%

0.0%

12.50%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

必 要 性

実施主体

目標指標

0.0%

0.0%

25.00%

25.00%

43.75%

43.75%

31.25%

31.25%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

効率性

成 果

必要性が高い 必要性がある 必要性が低い

極めて高い 妥当性がある 妥当性が低い

極めて妥当性が高い 妥当性がある 妥当性が低い

極めて効果的である 効果的である どちらかといえば効果的である

どちらかといえば非効率的である 非効率的である 極めて非効率的である

極めて成果が高い 成果が高い どちらかといえば成果が高い

どちらかといえば成果が低い 成果が低い 極めて成果が低い
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議員別事業評価表（令和３年度事業）

評価事業 ④ 狭あい道路整備等推進事業

必
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性

実

施

主

体

目

標

指

標

効

率

性

成

 

果

総

合

評

価

10 10 5 21 14 C（ 60)

10 10 0 14 21 C（ 55)

10 10 5 14 14 C（ 53)

10 10 10 21 21 B（ 72)

5 5 5 14 21 C（ 50)

5 5 5 14 21 C（ 50)

10 10 10 21 28 B（ 79)

10 10 5 21 21 C（ 67)

5 10 0 28 28 B（ 71)

10 10 10 28 28 A（ 86)

10 10 10 28 14 B（ 72)

5 10 5 21 14 C（ 55)

10 10 5 21 21 C（ 67)

10 10 5 21 21 C（ 67)

10 10 10 28 28 A（ 86)

5 5 5 14 14 D（ 43）

8.4 9.1 5.9 20.6 20.6 C（ 64.6)
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項目別評価結果

評価結果

必要性

実施主体

 国道の整備に伴う 道の駅の整備は、 市が実施する 妥当性はある が、 恵那市の道の駅と の

競合が懸念さ れる こ と から 、 現状では必要性がある と は言い難い。

目標指標
 目標指標については、 道の駅が完成し てから 反映さ れる も のである ため、 設定を見直す

必要がある と の意見が多かった。

3

C 4

D 3

A 0

B

E 6

⑥ ( 0 ) 1

7

① ( 10 ) 1 ② ( 28 ) 2

② ( 5 ) 6 ③ ( 21 ) 2

③ ( 0 ) ④ ( 14 )

⑤

( 10 ) 5 ⑤ ( 7 ) 5

① ( 35 ) 0

14.0
( 7 ) 4

④ ( 14 ) 4

3

③ ( 0 ) 4 ③ ( 21 ) 4

① ( 35 ) 0

② ( 5 ) 9 ⑥ ( 0 ) 0

①

事業評価書（ 令和３ 年度事業）

評価対象事業 ⑤ 道の駅整備事業 都市計画課

効率性

成 果

 「 地域主体の運営が難し い」 と の結果を受け、 事業目的(※)が不透明と なっている 。 今

一度、 運営手法、 運営主体、 事業目的など を見直し た上で、 ５ 年後の開業に向け道の駅に

必要なも のを着実に固め、 事業を進めら れたい。

 一方、 公共施設等総合管理計画の観点から 道の駅の計画を見直し てはど う かと の意見も

あった。

※事業目的…地域振興や地域の活性化の役割を 担う 「 ま ちづく り の核」 と し ての道の駅の整備

D (43.3)

総合評価

① ( 10 ) 3

9

4.7

③ ( 0 ) 2
5.9

2.5

16.2
② ( 5 ) 9 ② ( 28 )

18.75%

31.25%

6.25%

56.25%

56.25%

37.50%

25.00%

12.50%

56.25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

必 要 性

実施主体

目標指標

0.0%

0.0%

18.8%

12.5%

43.75%

43.75%

25.00%

43.75%

31.25%

25.00%

0.0%

6.25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

効率性

成 果

必要性が高い 必要性がある 必要性が低い

極めて高い 妥当性がある 妥当性が低い

極めて妥当性が高い 妥当性がある 妥当性が低い

極めて効果的である 効果的である どちらかといえば効果的である

どちらかといえば非効率的である 非効率的である 極めて非効率的である

極めて成果が高い 成果が高い どちらかといえば成果が高い

どちらかといえば成果が低い 成果が低い 極めて成果が低い
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議員別事業評価表（令和３年度事業）

評価事業 ⑤ 道の駅整備事業

必

要

性

実

施

主

体

目

標

指

標

効

率

性

成

 

果

総

合

評

価

10 10 0 21 14 C（ 55)

5 5 0 7 7 E（ 24)

0 10 0 14 7 E（ 31)

10 10 0 28 28 B（ 76)

5 5 5 14 14 D（ 43）

10 10 10 28 21 B（ 79)

0 5 0 7 7 E（ 19)

5 5 0 7 14 E（ 31)

0 0 0 7 7 E（ 14)

0 0 0 7 0 E（ 7)

5 5 5 14 14 D（ 43）

5 5 5 21 21 C（ 57)

5 10 0 14 14 D（ 43）

5 5 5 21 14 C（ 50)

5 5 5 21 14 C（ 50)

5 5 5 28 28 B（ 71)

4.7 5.9 2.5 16.2 14.0 D（ 43.3）

正 之

田 翔 太

渡 邉 康 弘

大 久 保 京 子

小 木 曽 光 佐 子

成 瀬 徳 夫

議 員 名

奥 村 一 仁

山 下 千 尋

棚 町 潤

柴 田 幸 一 郎

三 輪 田 幸 泰

榛 葉 利 広

熊 谷 隆 男

加 藤 輔 之

舘 林 辰 郎

柴 田 増 三

平 均 値
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項目別評価結果

評価結果

④ ( 14 )

⑤ ( 7 ) 1

⑥ ( 0 )

11

① ( 35 ) 2

23.2
( 10 ) 3 ② ( 28 ) 4

② ( 5 ) 12 ③

6

C 7

D 1

A 1

B

E 1

( 21 ) 8

③ ( 0 )

①

事業評価書（ 令和３ 年度事業）

評価対象事業

21.9
② ( 5 ) 9 ② ( 28 )

① ( 10 )

⑥ 学校給食地産地消推進事業

③ ( 21 ) 7

① ( 35 ) 0

農林課

④ ( 14 ) 2

6

( 0 ) 0

⑤ ( 7 ) 1

⑥

6.6

③ ( 0 ) 2
5.6

5.6

③ ( 0 ) 1

① ( 10 ) 4

6

② ( 5 ) 10

目標指標

 県における 本事業の目的は「 県産農産物等の積極的な活用によ り 、 児童生徒の食農教育

を推進する と と も に、 県農業への理解を深める こ と で県内産農産物の継続的な消費拡大を

図る 」 である こ と から 、 本市での目標が学校給食における 県内産食材の使用割合と する こ

と は妥当である 。

効率性

成 果

 地産地消によ る 食農教育が目的の一つである が、 農林課で補助金を交付し ている も のの

給食材料の発注や補助金交付要件の「 献立表への事業の明記」 「 県産農産物使用について

の児童生徒、 保護者に対する 周知」 の取り 組みが教育委員会である ため、 事業の成果がつ

かみにく いと 考える 。 さ ら に教育委員会と 横の連携を行い事業の成果に繋げる と と も に、

県・ JA岐阜中央会と 連携し て市内産農産物の消費拡大、 販路拡大に向け進めら れたい。

総合評価
0

C (62.9)

必要性

実施主体

 県・ 市・ JA岐阜中央会によ る 岐阜県全体の取り 組みであり 、 実施主体の一部と なって行

う 事業である ため事業の必要性がある と 感じ る 。

 「 児童生徒への食育」 に重点を置く 場合、 問題課題に記載のあった体験型の事業をこ の

事業と 切り 離し て、 農林課で取り 組ま れてはどう か。

37.50%

25.00%

18.75%

56.25%

62.50%

75.00%

6.25%

12.50%

6.25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

必 要 性

実施主体

目標指標

0.0%

12.50%

37.50%

25.00%

43.75%

50.00%

12.50%

6.25%

6.25%

6.25%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

効率性

成 果

必要性が高い 必要性がある 必要性が低い

極めて高い 妥当性がある 妥当性が低い

極めて妥当性が高い 妥当性がある 妥当性が低い

極めて効果的である 効果的である どちらかといえば効果的である

どちらかといえば非効率的である 非効率的である 極めて非効率的である

極めて成果が高い 成果が高い どちらかといえば成果が高い

どちらかといえば成果が低い 成果が低い 極めて成果が低い
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議員別事業評価表（令和３年度事業）

評価事業 ⑥ 学校給食地産地消推進事業

必

要

性

実

施

主

体

目

標

指

標

効

率

性

成

 

果

総

合

評

価

5 5 5 21 21 C（ 57)

0 0 0 7 7 E（ 14)

5 5 5 14 21 C（ 50)

5 5 5 28 28 B（ 71)

5 5 5 21 21 C（ 57)

10 10 10 28 28 A（ 86)

5 5 5 21 35 B（ 71)

10 10 5 21 21 C（ 67)

5 5 5 21 21 C（ 57)

10 0 5 14 14 D（ 43）

10 5 5 28 28 B（ 76)

5 5 5 28 28 B（ 71)

10 10 10 28 21 B（ 79)

5 5 5 21 21 C（ 57)

5 10 10 21 21 C（ 67)

10 5 5 28 35 B（ 83)

6.6 5.6 5.6 21.9 23.2 C（ 62.9)

議 員 名

奥 村 一 仁

山 下 千 尋

棚 町 潤

柴 田 幸 一 郎

三 輪 田 幸 泰

榛 葉 利 広

熊 谷 隆 男

加 藤 輔 之

舘 林 辰 郎

柴 田 増 三

平 均 値

正 之

田 翔 太

渡 邉 康 弘

大 久 保 京 子

小 木 曽 光 佐 子

成 瀬 徳 夫
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項目別評価結果

評価結果

必要性

実施主体

 子ど も の居場所を確保する 、 子ど も の学習を支援する 、 ひと り 親家庭の経済的支援をす

る と いった目的の事業である こ と 、 ま た貧困問題を抱える ひと り 親家庭を行政につなぐ 事

業である こ と から 、 必要性、 市で行う 妥当性と も に高い。

目標指標

 １ 施設のみで実施し ている 現状の目標指標と し ては、 妥当性がある と いえる 。

アンケート 調査結果から 、 ニーズが高く 今後の登録者が増える 要素がある と いえる ため、

取り 組みを充実さ せる と と も に目標指標の見直し を検討さ れたい。

6

C 8

D 1

A 0

B

E 1

⑥ ( 0 ) 0

3

① ( 10 ) 1 ② ( 28 ) 5

② ( 5 ) 15 ③ ( 21 ) 6

③ ( 0 ) ④ ( 14 )

⑤

( 10 ) 9 ⑤ ( 7 ) 2

① ( 35 ) 0

20.1
( 7 ) 2

④ ( 14 ) 4

6

③ ( 0 ) 0 ③ ( 21 ) 4

① ( 35 ) 0

② ( 5 ) 7 ⑥ ( 0 ) 0

①

事業評価書（ 令和３ 年度事業）

評価対象事業 ⑦ ひと り 親家庭学習支援事業 子育て支援課

効率性

成 果

 令和2年度実施のアンケート では、 約60％のひと り 親家庭の世帯がこ の制度を利用し た

いと 回答し ていたこ と から 、 今後は事業の拡充に向け開催曜日、 開催時間、 対象学年、 会

場等の見直すと と も に、 こ の事業の周知を図る こ と で、 利用者の増加を期待する 。

C (62.1)

総合評価

① ( 10 ) 12

0

8.8

③ ( 0 ) 0
7.8

5.3

20.1
② ( 5 ) 4 ② ( 28 )

75.00%

56.25%

6.25%

25.00%

43.75%

93.75%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

必 要 性

実施主体

目標指標

0.0%

0.0%

37.50%

31.25%

25.00%

37.50%

25.00%

18.75%

12.50%

12.50%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

効率性

成 果

必要性が高い 必要性がある 必要性が低い

極めて高い 妥当性がある 妥当性が低い

極めて妥当性が高い 妥当性がある 妥当性が低い

極めて効果的である 効果的である どちらかといえば効果的である

どちらかといえば非効率的である 非効率的である 極めて非効率的である

極めて成果が高い 成果が高い どちらかといえば成果が高い

どちらかといえば成果が低い 成果が低い 極めて成果が低い
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議員別事業評価表（令和３年度事業）

評価事業 ⑦ ひと り 親家庭学習支援事業

必

要

性

実

施

主

体

目

標

指

標

効

率

性

成

 

果

総

合

評

価

10 5 5 14 21 C（ 55)

5 10 5 21 21 C（ 62)

10 5 5 7 7 E（ 34)

10 10 5 7 7 D（ 39）

5 5 5 14 21 C（ 50)

10 10 10 28 21 B（ 79)

10 10 5 28 28 B（ 81)

10 10 5 21 28 B（ 74)

10 5 5 28 21 C（ 69)

10 10 5 14 14 C（ 53)

5 5 5 28 21 C（ 64)

10 5 5 28 28 B（ 76)

10 10 5 14 14 C（ 53)

10 10 5 21 28 B（ 74)

10 10 5 28 28 B（ 81)

5 5 5 21 14 C（ 50)

8.8 7.8 5.3 20.1 20.1 C（ 62.1)

正 之

田 翔 太

渡 邉 康 弘

大 久 保 京 子

小 木 曽 光 佐 子

成 瀬 徳 夫

議 員 名

奥 村 一 仁

山 下 千 尋

棚 町 潤

柴 田 幸 一 郎

三 輪 田 幸 泰

榛 葉 利 広

熊 谷 隆 男

加 藤 輔 之

舘 林 辰 郎

柴 田 増 三

平 均 値
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項目別評価結果

評価結果

必要性

実施主体

 母子保健法改正に伴い市町村に努力義務が課さ れた事業であり 、 市が行う 妥当性も 高

く 、 事業の必要性も 高い。

目標指標

 支援を必要と する 産婦に対し 、 適切なサポート を行い、 意識調整を図っていく こ と は重

要と 考える 。

 目標値について、 本市独自の需要想定に併せて設定をする べき と の意見も あった。

2

C 8

D 4

A 2

B

E 0

⑥ ( 0 ) 1

5

① ( 10 ) 8 ② ( 28 ) 3

② ( 5 ) 7 ③ ( 21 ) 5

③ ( 0 ) ④ ( 14 )

⑤

( 10 ) 10 ⑤ ( 7 ) 0

① ( 35 ) 0

17.1
( 7 ) 2

④ ( 14 ) 5

4

③ ( 0 ) 0 ③ ( 21 ) 7

① ( 35 ) 0

② ( 5 ) 6 ⑥ ( 0 ) 0

①

事業評価書（ 令和３ 年度事業）

評価対象事業 ⑧ 産後ケア事業 健康づく り 課

効率性

成 果

 乳児の子育てに不安を感じ る 産婦に対する 適切な助言や指導を行う こ と によ り 、 母子の

健康を保つこ と ができ る 意義の高い事業である 。 対象者を産後1年未満ま でと する 期間延

長 や訪問型支援の開始など 、 利用し やすい制度に改善さ れている 。 今後は、 宿泊型支援の

需要に備える ためにも 、 広域連携によ る 事業構築を進める など 、 市民がよ り 安心でき る 支

援体制の構築を図ら れたい。

C (61.4)

総合評価

① ( 10 ) 11

1

8.4

③ ( 0 ) 0
8.1

7.2

20.6
② ( 5 ) 5 ② ( 28 )

68.75%

62.50%

50.00%

31.25%

37.50%

43.75%

0.0%

0.0%

6.25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

必 要 性

実施主体

目標指標

0.0%

0.0%

25.00%

18.75%

43.75%

31.25%

31.25%

31.25%

0.0%

12.50%

0.0%

6.25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

効率性

成 果

必要性が高い 必要性がある 必要性が低い

極めて高い 妥当性がある 妥当性が低い

極めて妥当性が高い 妥当性がある 妥当性が低い

極めて効果的である 効果的である どちらかといえば効果的である

どちらかといえば非効率的である 非効率的である 極めて非効率的である

極めて成果が高い 成果が高い どちらかといえば成果が高い

どちらかといえば成果が低い 成果が低い 極めて成果が低い
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議員別事業評価表（令和３年度事業）

評価事業 ⑧ 産後ケア事業

必

要

性

実

施

主

体

目

標

指

標

効

率

性

成

 

果

総

合

評

価

10 10 10 28 0 C（ 58)

5 10 0 21 7 D（ 43）

5 5 5 14 7 D（ 36）

5 5 5 14 14 D（ 43）

5 5 5 21 21 C（ 57)

10 10 10 21 14 C（ 65)

10 10 5 21 21 C（ 67)

10 10 10 28 28 A（ 86)

10 5 10 28 21 B（ 74)

10 10 5 21 21 C（ 67)

10 10 10 28 28 A（ 86)

10 5 10 21 14 C（ 60)

10 10 10 14 21 C（ 65)

10 10 5 14 14 C（ 53)

10 10 10 21 28 B（ 79)

5 5 5 14 14 D（ 43）

8.4 8.1 7.2 20.6 17.1 C（ 61.4)

議 員 名

奥 村 一 仁

山 下 千 尋

棚 町 潤

柴 田 幸 一 郎

三 輪 田 幸 泰

榛 葉 利 広

熊 谷 隆 男

加 藤 輔 之

舘 林 辰 郎

柴 田 増 三

平 均 値

正 之

田 翔 太

渡 邉 康 弘

大 久 保 京 子

小 木 曽 光 佐 子

成 瀬 徳 夫
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項目別評価結果

評価結果

目標指標

 現在の目標である 「 オンラ イ ン授業を実施する ク ラ ス 率」 は達成でき ている ため、 今後

は事業名である 「 ICT活用授業」 をさ ら に推進すべく 、 目標についてス テッ プアッ プを図

ら れたい。

効率性

成 果

 オンラ イ ン環境の整備によ り 、 オンラ イ ン授業の実施の他、 ICTマニュ アルの整備や、

オンラ イ ン会議・ オンラ イ ン研修など 積極的な利用に結び付けている こ と を評価し たい。

問題課題に記載がある よ う に、 教員によ る 活用の格差の是正に取り 組み、 学校単位での有

効的な利用の向上を図ら れたい。

総合評価
0

B (73.1)

必要性

実施主体

 GIGAス ク ール構想によ り 全生徒に導入し たタ ブレ ッ ト 端末の継続的及び有効的な利用

のための環境維持管理は、 市における 実施は当然であり 必要性も 高い。

9.4

③ ( 0 ) 0
9.4

6.6

③ ( 0 ) 0

① ( 10 ) 14

14

② ( 5 ) 2

6

① ( 35 ) 0

学校教育課

④ ( 14 ) 2

8

( 0 ) 0

⑤ ( 7 ) 0

⑥

③ ( 0 )

①

事業評価書（ 令和３ 年度事業）

評価対象事業

23.6
② ( 5 ) 2 ② ( 28 )

① ( 10 )

⑨ ICT活用授業推進事業

③ ( 21 )

② ( 5 ) 5 ③

10

C 2

D 2

A 2

B

E 0

( 21 ) 5

② ( 28 ) 9

④ ( 14 )

⑤ ( 7 ) 0

⑥ ( 0 )

23

① ( 35 ) 0

24.1
( 10 ) 8

87.50%

87.50%

50.00%

12.50%

12.50%

31.25%

0.0%

0.0%

18.75%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

必 要 性

実施主体

目標指標

0.0%

0.0%

50.00%

56.25%

37.50%

31.25%

12.50%

12.50%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

効率性

成 果

必要性が高い 必要性がある 必要性が低い

極めて高い 妥当性がある 妥当性が低い

極めて妥当性が高い 妥当性がある 妥当性が低い

極めて効果的である 効果的である どちらかといえば効果的である

どちらかといえば非効率的である 非効率的である 極めて非効率的である

極めて成果が高い 成果が高い どちらかといえば成果が高い

どちらかといえば成果が低い 成果が低い 極めて成果が低い
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議員別事業評価表（令和３年度事業）

評価事業 ⑨ ICT活用授業推進事業

必

要

性

実

施

主

体

目

標

指

標

効

率

性

成

 

果

総

合

評

価

10 10 5 21 28 B（ 74)

10 10 0 14 14 D（ 48）

10 10 5 21 21 C（ 67)

10 10 0 14 14 D（ 48）

10 10 5 28 28 B（ 81)

10 10 10 28 28 A（ 86)

10 10 5 28 21 B（ 74)

10 10 0 28 28 B（ 76)

5 10 10 21 28 B（ 74)

5 10 5 21 21 C（ 62)

10 10 10 28 28 A（ 86)

10 5 10 28 28 B（ 81)

10 10 10 21 28 B（ 79)

10 10 10 28 21 B（ 79)

10 10 10 21 21 B（ 72)

10 5 10 28 28 B（ 81)

9.4 9.4 6.6 23.6 24.1 B（ 73.1)

正 之

田 翔 太

渡 邉 康 弘

大 久 保 京 子

小 木 曽 光 佐 子

成 瀬 徳 夫

議 員 名

奥 村 一 仁

山 下 千 尋

棚 町 潤

柴 田 幸 一 郎

三 輪 田 幸 泰

榛 葉 利 広

熊 谷 隆 男

加 藤 輔 之

舘 林 辰 郎

柴 田 増 三

平 均 値

-
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項目別評価結果

評価結果

④ ( 14 )

⑤ ( 7 ) 0

⑥ ( 0 )

23

① ( 35 ) 0

22.3
( 10 ) 4 ② ( 28 ) 5

② ( 5 ) 9 ③

5

C 10

D 1

A 0

B

E 0

( 21 ) 9

③ ( 0 )

①

事業評価書（ 令和３ 年度事業）

評価対象事業

21.0
② ( 5 ) 5 ② ( 28 )

① ( 10 )

⑩ 文化財維持管理事業

③ ( 21 ) 11

① ( 35 ) 0

ス ポーツ 文化課

④ ( 14 ) 1

3

( 0 ) 0

⑤ ( 7 ) 1

⑥

8.4

③ ( 0 ) 0
8.1

5.3

③ ( 0 ) 0

① ( 10 ) 10

11

② ( 5 ) 6

目標指標

 105件の指定文化財に対し て年間4件の整備を目標と し ている こ と については妥当性に欠

けている と 考える 。 85％を占める 民有文化財について管理義務は所有者にある と し ている

も のの、 今後指定者である 市が計画的な維持管理を行う よ う 事業領域の見直し を行う と と

も に、 目標指標を見直す必要がある のではないか。

効率性

成 果

 文化財の維持管理は、 本市の歴史の理解と 伝承に重要な事業であり 、 今後も 適切に保

護・ 維持に取り 組む必要がある 。 文化財保存のための当該事業によ る 補助や県補助金「 清

流の国ぎふ推進補助金」 の活用について情報発信する こ と によ り 、 補修、 整備の必要な事

業の早期着手に繋げら れたい。 ま た、 市民に対し 文化財への関心について高揚を図る こ と

が、 適切な維持管理に繋がる と いえる ため、 魅力的な情報発信を行う 必要がある 。

総合評価
0

C (65.1)

必要性

実施主体

 民有文化財を含む指定文化財について、 市において維持管理体制を整え、 継続的に補

修、 整備を行う 必要がある と 考える 。

68.75%

62.50%

25.00%

31.25%

37.50%

56.25%

0.0%

0.0%

18.75%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

必 要 性

実施主体

目標指標

0.0%

0.0%

18.75%

31.25%

68.75%

56.25%

6.25%

12.50%

6.25%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

効率性

成 果

必要性が高い 必要性がある 必要性が低い

極めて高い 妥当性がある 妥当性が低い

極めて妥当性が高い 妥当性がある 妥当性が低い

極めて効果的である 効果的である どちらかといえば効果的である

どちらかといえば非効率的である 非効率的である 極めて非効率的である

極めて成果が高い 成果が高い どちらかといえば成果が高い

どちらかといえば成果が低い 成果が低い 極めて成果が低い
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議員別事業評価表（令和３年度事業）

評価事業 ⑩ 文化財維持管理事業

必

要

性

実

施

主

体

目

標

指

標

効

率

性

成

 

果

総

合

評

価

5 10 5 21 21 C（ 62)

10 10 0 7 14 D（ 41）

10 10 10 14 21 C（ 65)

10 10 0 21 14 C（ 55)

10 10 5 28 21 B（ 74)

5 5 5 28 21 C（ 64)

10 10 0 21 28 C（ 69)

5 5 5 21 21 C（ 57)

10 5 5 21 28 C（ 69)

10 10 5 21 28 B（ 74)

5 5 5 21 28 C（ 64)

5 5 5 21 21 C（ 57)

10 10 10 21 21 B（ 72)

10 10 5 21 21 C（ 67)

10 10 10 21 21 B（ 72)

10 5 10 28 28 B（ 81)

8.4 8.1 5.3 21.0 22.3 C（ 65.1)

議 員 名

奥 村 一 仁

山 下 千 尋

棚 町 潤

柴 田 幸 一 郎

三 輪 田 幸 泰

榛 葉 利 広

熊 谷 隆 男

加 藤 輔 之

舘 林 辰 郎

柴 田 増 三

平 均 値

正 之

田 翔 太

渡 邉 康 弘

大 久 保 京 子

小 木 曽 光 佐 子

成 瀬 徳 夫
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